


 
 

               事 務 連 絡 

 平 成 2 7年 8月 3 1日  

各都道府県介護保険主管部（局） 御中  

 

 

厚生労働省老健局介護保険計画課  

 

 

介護保険制度の被保険者となる外国人住民の取扱いに関する 

Ｑ＆Ａについて 

 

 

 

介護保険制度における外国人住民の取扱いについては、「介護保険制度の被保険

者となる外国人住民の取扱いに関するＱ＆Ａについて」（平成 24 年６月１日付介護

保険計画課事務連絡。以下「平成 24 年事務連絡」という。別紙３参照）にてお示

ししたところであるが、今般、出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規

定に基づき同法別表第一の五の表の下欄に掲げる活動を定める件の一部を改正す

る件（平成 27 年法務省告示第 341 号）が平成 27 年６月 23 日に公布および適用

されたことにより、観光や保養を目的として来日する外国人であって、一定の要件

を満たす者については、「特定活動」の在留資格が付与され、我が国に在留するこ

ととされた（概要は別紙２参照）。これを受け、当該在留資格が付与された外国人

住民の介護保険制度での取扱いについて、新たに別紙１のとおりＱ＆Ａを作成した

ので、別添の平成 24 年事務連絡とあわせて貴管内市町村（特別区、一部事務組合

及び広域連合を含む。）に周知徹底を図られたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
問 「特定活動」の在留資格で入国及び在留する者のうち、一定の要件を満たした

富裕層の外国人が、観光等を目的として１年を超えない期間日本に滞在し、市町村

の住民基本台帳に登録された場合については、介護保険の被保険者となるのか。 

（答）  

当該制度を利用し、入国及び在留する外国人については、「観光・保養・その他

これらに類似する活動」を前提に１年を超えない期間に限って日本に入国した者で

あることから、市町村の住民基本台帳に登録された場合であっても、介護保険にお

ける住所となる「生活の本拠」については、客観的居住の事実を基礎とし、これに

当該居住者の主観的居住意思を総合して決定すると解釈されていることなどを踏

まえると、「生活の本拠」が当該市町村にあるとは言えず、介護保険の第１号被保

険者及び第２号被保険者にはならない。 

 












